
保発０１１３第６号

平成２４年１月１３日

都道府県知事 殿

厚 生 労 働 省 保 険 局 長

特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法の施行に

伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令の施行等について

特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法（平成２３年法律第１

２６号。以下「新法」という ）が平成２３年１２月１６日に公布され、本日から施行さ。

れます。これに伴い、特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法の

施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令（平成２４年厚生労働省令第２号。以

下「整備省令」という ）が本日公布されます。また、整備省令の改正に伴い 「公費負担。 、

医療が行われる療養に係る高額療養費の支給について （昭和４８年１０月３０日保発第」

４２号。以下「局長通知」という ）の一部を改正したところです。。

これらの改正の趣旨及び主な内容は下記のとおりですので、運用に当たって、十分に留

意の上、貴都道府県内の市町村（特別区を含む 、国民健康保険組合及び後期高齢者医療。）

広域連合等に周知徹底を図っていただくようお願い申し上げます。

記

第１ 改正の趣旨

新法の施行に伴い、特定無症候性持続感染者に支給する検査等の費用が、公費負担医

、 （ 。 「 」療扱いとなるため 健康保険法施行規則 大正１５年内務省令第３６号 以下 健保則

。）、 （ 。 「 」 。）、という 船員保険法施行規則 昭和１５年厚生省令第５号 以下 船保則 という

社会保険診療報酬請求書審査委員会及び社会保険診療報酬請求書特別審査委員会規程

（昭和２３年厚生省令第５６号。以下「審査委員会規程」という 、国民健康保険法施。）

行規則（昭和３３年厚生省令第５３号。以下「国保則」という 、療養の給付及び公費。）

負担医療に関する費用の請求に関する省令（昭和５１年厚生省令第３６号。以下「請求



省令」という ）及び高齢者の医療の確保に関する法律施行規則（平成１９年厚生労働。

。 「 」 。） 。省令第１２９号 以下 高確則 という 並びに局長通知について所要の改正を行う

第２ 改正の具体的内容

１ 健康保険法施行規則の一部改正（第１条関係）

（１）特定給付対象療養の追加（健保則第９８条関係）

健康保険法施行令（大正１５年勅令第２４３号。以下「健保令」という ）第。

４１条第１項第２号の厚生労働省令で定める医療に関する給付について、新法第

１２条第１項、第１３条第１項又は第１４条第１項に規定する定期検査費、母子

（ 「 」 。）感染防止医療費及び世帯内感染防止医療費 以下 新法公費負担医療 という

の支給を追加したこと。

※「特定給付対象療養」とは、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成

６年法律第１１７号）による一般疾病医療費の支給その他のいわゆる公費負担

医療が行われるべき療養をいうものであって、被保険者がこの療養を受けた場

合、被保険者が同一の月にそれぞれ一の病院等について受けたこの療養の自己

負担について、被保険者の所得区分にかかわらず、一律に一般の所得区分の自

己負担限度額を適用して高額療養費を支給することとされているもの。

（２）現物給付化される特定給付対象療養の追加（健保則第１０６条、第１０７条関

係）

健保令第４３条第４項又は同条第６項の厚生労働省令で定める医療に関する給

付について、新法第１２条第１項又は第１３条第１項に規定する定期検査費及び

母子感染防止医療費の支給を追加したこと。

※「現物給付化」とは 「医療機関の窓口での支払いを自己負担額限度額までに、

とどめることができる仕組み」をいう。

２ 船員保険法施行規則の一部改正（第２条関係）

（１）特定給付対象療養の追加（船保則第８６条関係）

船員保険法施行令（昭和２８年政令第２４０号。以下「船保令」という ）第。

、 （ ）８条第１項第２号の厚生労働省令で定める医療に関する給付について １の １

に準じた改正を行ったこと。

（２）現物給付化される特定給付対象療養の追加（船保則第９６条、第９７条関係）

船保令第１０条第４項又は同条第６項の厚生労働省令で定める医療に関する給

付について、１の（２）に準じた改正を行ったこと。

３ 社会保険診療報酬請求書審査委員会及び社会保険診療報酬請求書特別審査委員会規

定の一部改正（第３条関係）

社会保険診療報酬請求書審査委員会が新法に基づく医療に関する診療報酬請求の

適否の審査を行う際には、新法第１２条第３項及び第４項又は第１３条第２項及び

第３項の規定に基づき審査を行うこととしたこと（審査委員会規程第４条関係 。）



４ 国民健康保険法施行規則の一部改正（第４条関係）

（１）被保険者資格証明書の交付の対象外となる被保険者の追加（国保則第５条の

５関係）

国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第９条第３項の厚生労働省令で

定める医療に関する給付に、新法公費負担医療を加えることにより、新法公費負

担医療の支給を受ける被保険者が被保険者資格証明書の交付対象外とされたこ

と。

（２）特定給付対象療養の追加（国保則第２７条の１２関係）

（ 。 「 」 。）国民健康保険法施行令 昭和３３年政令第３６２号 以下 国保令 という

第２９条の２第１項第２号の厚生労働省令で定める医療に関する給付について、

１の（１）に準じた改正を行ったこと。

（３）現物給付化される特定給付対象療養の追加（国保則第２７条の１５関係）

国保令第２９条の４第３項の厚生労働省令で定める医療に関する給付につい

て、１の（２）に準じた改正を行ったこと。

５ 療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令（第５条関係）

新法に基づく医療に関し費用を請求しようとする場合には、保険医療機関は請求

省令に基づき、審査支払基金に請求しなければならないこととすること （請求省。

令第１条関係）

６ 高齢者の医療の確保に関する法律施行規則の一部改正（第６条関係）

（１）被保険者資格証明書の交付の対象外となる被保険者の追加（高確則第１３条

関係）

高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第５４条第４項

の厚生労働省令で定める医療に関する給付について、４の（１）に準じた改正を

行ったこと。

（２）特定給付対象療養の追加（高確則第６１条関係）

高齢者の医療の確保に関する法律施行令 平成１９年政令第３１８号 以下 高（ 。 「

確令」という ）第１４条第１項第２号の厚生労働省令で定める医療に関する給。

付について、１の（１）に準じた改正を行ったこと。

（３）現物給付化される特定給付対象療養の追加（高確則第６８条関係）

高確令第１６条第３項の厚生労働省令で定める医療に関する給付について、１

の（２）に準じた改正を行ったこと。

７ 局長通知の改正

下記のとおり局長通知の一部を改正する（別添改正後全文参考 。）

別紙の１０の次に次を加える。

１０の２ 特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法（平成



２３年法律第１２６号）第１２条第１項の定期検査費又は同法第１３条第１項の

母子感染防止医療費の支給

８ 施行期日等

１～６については、平成２４年１月１３日から施行し、７については、同日から

適用する。


